
令和６年度 移住・定住・交流推進支援事業 

「ア 一般事業」実施に係る留意事項 

 

令和６年度移住・定住・交流推進支援事業の実施については、令和６年度移住・定住・

交流推進支援事業実施要綱（以下「要綱」という。）とともに、次の事項に留意してくだ

さい。 

 

第１ 助成対象事業 

１ 要綱第１の「地域団体等」とは、概ね次に掲げるものをいいます。 

（１）地域づくり団体（地域づくり団体全国協議会に登録しているもの） 

（２）ＮＰＯ・ボランティア団体 

（３）各種協議会、地域の自治組織 

（４）商工会議所、商工会、農業協同組合、観光協会、森林組合又は漁業協同組合 

２ 要綱第３の１の「助成対象事業」とは、都市住民等の移住・定住・交流の推進や、住

民同士の交流を推進する事業で、助成終了後も継続的に、移住・定住・交流の推進が図

られるものをいいます。 

 

第２ 助成対象経費 

１ 助成対象経費は、助成対象団体が実施する事業費、事業を実施する地域団体等に対し

て助成対象団体が行う補助に要する経費とします。ただし、事業実施主体が市町村等、

地域団体等いずれの場合も対象事業経費は概ね次のようなものとします。 

区 分 細目及び説明 

報償費 講師、コーディネーター等に係る謝金 

旅費 事業実施に係る費用、講師等への費用弁償 

需用費 消耗品費、印刷製本費、光熱水費、修繕費、図書購入費、燃料費 

※体験ツアー等参加者の弁当は、食糧費として認めます。 

役務費 通信運搬費、損害保険料、広告料 

委託料 事業実施に係る費用（内容及び費用の内訳を明示すること。） 

使用料及び賃借料 会場借上料、物品等の賃貸・リース・レンタルに係る費用 

工事請負費 当該事業に関連して継続して使用するものに係る費用 

備品購入費 当該事業に継続して使用するものに係る費用 

２ 原則として、委託料、備品購入費及び工事請負費の合計額が助成申請額の３分の２を

超えないこととします（事業実施主体が市町村等・地域団体等の場合共通）。 

３ 原則として、委託料、備品購入費又は工事請負費のいずれかの額が助成申請額の２分

の１を超えないこととします（事業実施主体が市町村等・地域団体等の場合共通）。 

４ いずれの経費も、交付決定後の事業開始日から事業完了日までの間に実施され、経理

処理が完了しているもの（原則として領収書があるもの）のみを助成対象経費とします。

たとえ事業期間内に利用したものであっても、証憑類の無いものは助成対象経費とみな

すことはできませんので、実績報告までにこれら経理処理が完了できる余裕をあらかじ

め見込んでください。 

 

第３ 助成申請の手続 

助成申請書(様式第１号)には、様式内に記載された各種資料を添付してください。 

なお、実績報告までを含め、いずれの様式においても押印は不要です。 



 

第４ 共同実施の手続 

２以上の市区町村が共同で事業を行う場合の事務の流れは次のとおりです。 

１ 助成申請（変更・中止承認申請もこれに準じてください。） 

代表市区町村は、共同で事業を行う市区町村の同意書（様式第３号）を取りまとめの

うえ、助成申請書（様式第１号）、代表市区町村確約書（様式第２号）とともに都道府

県を経由してセンターに提出してください。 

２ 助成の決定（額の確定もこれに準じます。） 

センターは助成申請書の内容を審査し、その結果を、都道府県を経由して市区町村に

通知します。（共同申請の場合も関係する市区町村全てに通知します。） 

３ 実績報告 

代表市区町村は実績報告書（様式第５号）を、都道府県を経由してセンターに提出し

てください。（共同で事業を行う市町区村は報告書の提出の必要はありません。） 

４ 助成金の支払い 

代表市区町村の指定口座に振込みを行います。 

 

第５ 助成対象事業の内容変更 

変更承認申請が必要な場合は以下のとおりです。 

１ 事業計画に大きな変更がある場合（事業の実施主体や、目的の変更を伴うもの） 

２ 事業の変更により助成額に多額の減額が生じる場合（おおむね２割を超えるもの） 

助成対象事業の内容を変更する場合には、必ず事前にセンターの承認を受けてくださ

い。事前に変更承認を受けていない場合、または変更により当該事業が採択された趣旨

から逸脱すると判断された場合は、変更承認を受けられない、あるいは助成額が減額に

なることがありますので留意してください。 

 

第６ 実績報告 

要綱第９で提出した実績報告書の内容は、センターが運営するホームページに掲載し

ますので、事業の実績及び成果が明確に確認できるよう作成してください。 

 実績報告は、事業完了日から１月以内または年度内の２月２０日が期限となります

が、実績報告日には、第２条で示したとおり、企画開催だけでなく、事業の経理処理ま

でを完了している必要があります。 

 

第７ その他の留意事項 

１ 助成対象団体及び地域団体等は、事業成果について各種媒体を通じて積極的に広報す

るように努めてください。 

２ 助成事業の採択にあたっては、他に見られない先駆的・独創的かつ継続性・発展性の

ある事業を優先し、全体事業費に対して、委託料の割合が高い事業については、事業内

容によっては優先順位を低くするものとします。 

また、地域交流の推進を目的とする事業については、助成対象団体の地域外との交流

を行うものを優先します。 

３ 当センターが主催する人材養成事業に参加する団体が申請する場合、助成決定の審査

時に一定の配慮をすることがあります。 

４ 令和６年度における「ア 一般事業」の申請件数については、各都道府県３件以内と

なるよう、都道府県において調整してください。 


